
令和８年度  事業運営方針 

 

「長崎県総合計画みんなの未来図2030（令和８年度～12年度）」の分野別計画である「長崎

県産業振興プラン 2026－2030」に基づく産業振興施策の実行を担う機関として、「地場中小

企業の支援」「サービス産業の支援」「企業誘致の推進」及び「研究開発・事業化への支援」

の事業分野において、「企業の皆様との対話」「企業の皆様への情報提供」「企業の皆様への

フォロー」といった現場第一主義を徹底することにより、県内企業を支援し、地域経済の持続

的発展を支える力強い産業の振興と良質な雇用の場の創出に貢献していく。 

 

「地場中小企業の支援」については、県外を中心とする中堅・大手企業の発注案件を企業訪

問やアンケート調査等により情報収集し、県内企業に斡旋することにより、新規受注獲得や事

業拡大に貢献していく。 

 世界的な需要拡大が見込まれる半導体関連産業、航空機関連産業、造船関連産業及び海洋エ

ネルギー関連産業について、長年にわたり造船やプラント機器の製造で培ってきた技術を基に

県内企業が取り組む販路拡大や技術力向上等の新事業展開を支援していく。このほか急速に進

展する脱炭素化の動きに対応し、将来を見据えた新技術の獲得やサプライチェーンの強化推進

に取り組む。 

また「サービス産業の支援」については、DX（デジタルトランスフォーメーション）等に

より、県が認定する県外需要獲得・生産性向上等を目指すサービス産業関連企業に対し、課題

設定・計画策定や各種マッチングなどのハンズオン支援を行う。 

 

「企業誘致の推進」については、若年層を中心とした人口減少への歯止めと地域経済の活性

化の観点から、本県の強みである優秀な人材やBCP（事業継続計画）の適地性、さらには大学

等との産学官連携の基盤を活用して推進する。具体的には、若者が能力を発揮でき、かつ多様

な働き方を選択できる良質な雇用の場を創出するため、県内企業への発注が期待できる半導体

関連のアンカー企業をはじめとした成長産業の誘致に注力する。あわせて、UIターン者にとっ

ても魅力的な、高い所得水準が見込める情報関連や設計・研究開発分野のほか、企業のBCP対

策に伴う保険・金融関連等の本社機能移転についても、国内外の経済状況や投資動向を的確に

捉えながら取り組む。 

 

「研究開発・事業化への支援」については、ものづくり基盤技術の高度化やDX・AI等の活

用による新たなシステムの開発など、県内企業において次代を担う新事業の構築や競争力強化

を目指して行う研究開発について、技術相談対応や開発費用の助成等により開発から事業化ま

で幅広く支援する。さらにカーボンニュートラル社会の到来や国内インフラ老朽化など深刻化

する社会課題の解決が期待される研究開発についても、産学官連携による共同研究開発体制を

コーディネートし、国等の競争的資金の獲得等を支援する。また開発後の事業化については伴

走支援を継続し、社会実装の取組を進めていく。 

 

 

 

 



◎令和８年度 事業計画 
 

 

Ⅰ 地場中小企業支援  

１．中小企業営業力強化総合支援事業 （公１）営業支援事業会計  予算額 １４３，２０２千円 

                                      

【事業目的】 

 県外を中心とする中堅・大手企業の発注案件を情報収集し、県内企業に新たな取引をあっせんし成約

につなげることにより、売上増大・雇用創出など県内中小企業の業容拡大を促進する。 

施策項目 実施内容 

地場企業取引拡大支援事業(県) 

 

商談会の開催や展示会への出展により県外発注企業との取引あっ

せん機会を増やし成約を目指す 

（主な活動内容） 

〇ビジネスマッチングフェアの開催：２回 

・参加企業数 県外/県内：延べ５０社/１１０社 

〇スポット商談会（対面・リモート）の開催 

・招へい県外企業数：延べ１０社 

〇他県・他地域開催の商談会（展示会等）への参画 

・参加目標企業数 県内：１０社 

〇ながさき造船サプライチェーン強靭化事業（６月補正） 

 ・造船分野の人材確保のため、県外の大学生（主に設計人材）を

対象とした県内大手造船所の視察等を産学官で連携して実施 

下請企業振興事業(県) 

 

県外企業の発注案件を情報収集し、県内企業に取引あっせんして成

約を目指す 

（主な活動内容） 

〇発注企業の情報収集 

・県外企業の発注案件 開拓訪問：延べ２００社 

・同行訪問 県内外への同行訪問：延べ７０社 

・県外企業発注ニーズ調査：１,２５０社×２回 

〇受注企業のニーズ把握とＰＲ 

・県内受注企業訪問(ニーズ調査)：延べ８００社 

・登録企業名簿によるＰＲ：１,０００部作成 

製造業サプライチェーン強靭化

事業（県） 

 

 

 

今後成長が見込まれる半導体関連、造船関連等の産業分野におい

て、サプライチェーンの強靭化を図るため、設備投資の促進や受注

拡大等を支援する。 

（主な活動内容） 

〇県内製造業の分野ごとの企業情報等の収集 



 施策項目 実施内容 

新エネルギー産業等プロジェク

ト促進事業（県） 

 

国内・海外で設置が進む洋上風力発電について、発電事業者や大手

メーカーの訪問等により情報収集し、県内企業の参入意欲の醸成や

受注獲得・取引拡大を目指す 

（主な活動内容） 

〇発注情報提供 

・県外発注分野企業開拓訪問 

〇受注情報把握 

・県内受注企業訪問 

航空機産業支援事業（県） 

 

世界的な需要拡大が見込まれる航空機関連産業について県内企業 

の参入を支援する。 

（主な活動内容） 

〇航空機関連産業について、海外や国内大手メーカーなどとの新た

な直接取引を支援することにより県内企業の受注獲得・取引拡大

を目指す 

・航空機産業クラスター協議会の運営支援 

〇航空機産業ステップアップサポート事業（６月補正） 

 ・航空機産業のサプライチェーン構築・拡大を図るため、展示会 

出展支援やアドバイザー派遣などによる県内外の大手企業か 

らの受注獲得や取引拡大を支援 

半導体関連産業サプライチェー

ン強化推進事業（県） 

 

半導体関連の展示会等への出展支援により、県内企業の受注獲得・

取引拡大を目指す 

（主な活動内容） 

・関連する展示会への出展支援 

  （SEMICON JAPAN、[九州]半導体産業展） 

ISO認証取得支援事業(自主) 

 

認証維持に必要な内部監査員養成研修会の開催 

（主な活動内容） 

・研修会開催：４回、参加者数：8０名 

※ (県)＝県受託事業  (基金)＝基金事業  (自主)＝財団自主財源事業 

 

【成果目標】 

指  標 令和７年度 令和８年度 

 実 績 目  標 実  績 達成率 

成約後年間取引額 510,877千円 600,000千円 － － 

新規成約件数 31 件 50件 － － 

新規(初回)成約額 309,795千円 250,000千円 － － 

          



 

 

２．ナガサキ地域未来投資促進ファンド助成事業（基金、県）  

（公１）地域未来ファンド助成事業会計       予算額  ５５，１１１千円 

                      

【事業目的】 

 将来の成長が期待できるものづくり分野において、県内中小企業者等が新技術・試作品・新製

品の事業化調査から研究開発、販路開拓までを総合的に支援し、本県経済を牽引する産業の創造

と集積を目指す。 

・基金額   ４０億円 

・実施期間  平成３１年度から令和１０年度まで（10年間）  

 

（主な活動内容） 

（１）ファンドによる助成事業（基金、県） 

・下記の支援重点分野における助成対象事業について助成金を交付し、開発から販路開拓ま

で幅広く支援する。 

（助成率は２／３以内。助成対象期間は、下表の①③は１年以内、②④は２年以内。） 

支援重点分野 助成対象 

〇成長ものづくり分野 

(造船・プラント、航空機) 

〇環境・エネルギー関連分野 

〇第 4次産業革命関連分野 

(半導体、ロボット、組込・IoT等) 

〇食料品製造分野 

①技術応用・事業化調査事業（助成限度額 300万円） 

  基礎技術を応用し、初期段階における研究開発や

事業化調査・市場調査等の費用を助成 

②商品化研究・開発支援事業（助成限度額 500万円） 

  新技術や新商品を研究開発するための費用を助成 

③見本市出展支援事業（助成限度額 100万円） 

  販路開拓のための見本市出展に関わる費用を助成 

④認証取得支援事業（助成限度額 200万円） 

  国際規格等認証取得のための費用を助成 

 

（２）テストマーケティング支援事業（県） 

・出展料が高額な大都市圏などで開催される大規模展示会に財団が出展ブースを借り上げ、 

県内企業との共同出展により販路開拓を支援する。 

 

 

【成果目標】 

事 業 成果目標 

（１）上記､助成対象  ① ～ ④ 事業終了後３年度目までに事業化する件数を６０％以上 

（２）テストマーケティング支援 
事業 

有効商談件数  １５件 



 

 

３．プロフェッショナル人材戦略拠点事業（県） 

（公１）プロフェッショナル人材戦略拠点事業会計    予算額  ２７,１８８千円 

                               

【事業目的】 

 地域の関係機関と連携しながら、県内企業に対して、積極的な新事業展開や新たな販路開拓な

どの「攻めの経営」への転換を促し、その実践に必要な「プロフェッショナル人材」の都市部等

からのマッチング・採用をサポートすることで、県内企業と地域経済全体の成長力を高めていく。 

 

施策項目 実施内容 

プロフェッショナル人材戦略拠点

事業(県) 

 

 

経営基盤の強化や事業拡大に不可欠なプロフェッショナル

人材を、都市部等から正社員採用だけでなく、より柔軟な外

部知見の取り入れを可能にする「副業・兼業」という形態も

含めてマッチングする 

（主な活動内容） 

〇企業訪問による経営改善等への意欲喚起、プロフェッシ

ョナル人材のニーズ把握、掘り起し 

・企業経営者との個別相談：250件 

〇拠点に登録している人材紹介事業者への情報提供、取り

次ぎ 

〇啓発セミナー（１回）、九州ブロック協議会の開催（１回） 

・新規参加企業数：２０社 

〇採用企業等へのフォローアップ 

 

【成果目標】 

指  標 令和７年度 令和８年度 

 実 績 目  標 実  績 達成率 

採用成約件数 ５６件 ４２件 － － 

 



 

 

Ⅱ 企業誘致推進 

 

１．企業立地推進等事業（県） 

 （公２）企業立地推進事業会計         予算額  ２２９，０２７千円 

                    

【事業目的】 

  若者が能力を発揮でき、かつ多様な働き方を選択できる良質な雇用の場を創出するため、県外

企業の誘致を推進する。 

   

<誘致方針> 

１．県内企業への発注が期待できるアンカー企業など、地場企業と連携できる成長産業の誘致 

２．若者やＵＩターン人材にとって魅力的で、高い所得水準が見込める企業の誘致 

３．本県のＢＣＰ対策に適した特性を活かし、本社機能の移転等を伴う誘致 

４．その他、国内外の経済状況や企業のＢＣＰ対策・投資動向を踏まえた誘致 

５．離島・半島地域への誘致 

 

 

実施項目 実施内容 

（１）企業誘致営業活動 

 

 

 

 

 

（製造業） 

①半導体関連をはじめとする成長産業分野を中心に、県

内企業への発注が期待できる企業や、高い所得水準が

見込める設計・研究開発分野等の企業を訪問 

  ・訪問企業数（延べ数）：１４００社 

（オフィス系） 

②情報関連や保険・金融関連など、若者やＵＩターン人

材にとって魅力的で高い所得水準が見込める企業や、

多様な働き方が選択できる企業を訪問 

 ・訪問企業数（延べ数）：６００社 

（２）立地企業のアフターフォロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（人材確保支援） 

①立地企業の採用活動支援 

（企業や学校の訪問、県・長崎労働局主催のイベント

活用、大学等との連携強化等） 

・採用支援訪問数（延べ数）：３００件 

（産学官金連携による支援） 

②県内企業との協業（発注等）や、大学等との共同研究

等を産学官金の連携により支援 

 



 

 

実施項目 実施内容 

（３）自治体との連携 

 

 

 

 

（人員体制の強化） 

①県内自治体との連携と人員体制を強化するため、市町

職員の派遣を受け入れ 

・長崎市３名（うち１名東京）、佐世保市 1名、島原市

1名、雲仙市１名、南島原市１名（新規派遣）を予定 

（４）成長産業企業誘致特別強化対

策事業（新規・６月補正） 

〇広告やセミナー等により、アンカー企業の経営層へのア

プローチを強化 

〇誘致対象分野のアンカー企業の OB 等を配置し、誘致体

制を強化 

 

【成果目標】 

 

 

 

 

      

※県総合計画（令和８～１２年度）の雇用計画数目標値（累計）：２,０００人 

 

 

２．オフィスビル運営事業等（自主） 

   （公２）賃貸工場等事業会計        予算額   ２２８，２２０千円 

                       

【事業目的】 

 企業誘致の受け皿として整備したクレインハーバー長崎ビルの管理運営等を行う。 

内 容 

〇ビル整備運営事業（自主） 【予算額 ２２７，３９１千円】 

・クレインハーバー長崎ビルの管理運営（入居企業４社、１グループ） 

※建設資金借入金は、長崎市へ令和３年度から、長崎県へ令和 4年度から返済中 

       

〇賃貸工場事業等（自主） 【予算額 ８２９千円】 

・過去に実施した賃貸工場等の土地の管理運営等 

 

【 Ｒ８年度 クレインハーバー長崎ビル運営  経常収支見込 】                         

収益（賃料等） 費用（管理運営費等） 経常収支（積立等） 

   ３０３，８３０千円   ２２７，３９1千円 ７６，４３９千円 

※ 費用のうち、減価償却費  １１０，０２１千円 

指標 
令和７年度 令和８年度 

実 績 目  標 実  績 達成率 

誘致企業による

雇用計画数 
５０８人  ４００人 ― ― 



 

 

Ⅲ 成長分野支援 

１．サービス産業支援事業 （公 3）新企業創出支援事業会計   予算額  ３５，８９８千円  

                                 

【事業目的】 

県が認定する高成長への意思と潜在力を持つ企業に対し、産学官等の関係機関が連携して、集中 

的な支援を実施し、支援ノウハウを地域内に蓄積しながら、県外需要の獲得、生産性向上、処遇改

善等を目指す企業の支援を行うことにより、県内サービス産業関連企業の振興を図る。 

 

施策項目 実施内容 

サービス産業経営体質強化事業

(県) 

 

県が認定するネクストリーディング企業の審査会を開催し、認

定された企業の伴走支援を実施する。 

また、県内サービス産業の振興を目的とするセミナーを開催す

る。 

（主な活動内容） 

〇ネクストリーディング企業認定の審査会の開催 

・認定企業の募集及び審査会の開催 

〇伴走支援：30社程度 

・令和 6年度から令和 8年度の間に県が認定する伴走支援 

企業への支援（伴走支援期間 2年間） 

〇セミナー・報告会の開催 

・意識啓発等セミナー：３回 

・報告会：１回 

 

 

 

【成果目標】 

指  標 令和６年度（※） 令和８年度 

 実 績 目  標 実  績 達成率 

伴走支援企業の対前

年の付加価値額増加

率２％以上を達成し

た企業の割合 

２４社のうち、 

１１社達成 

（達成率４６％） 

達成率７０％ － － 

（※）令和６年度の実績について 
３月決算の企業が複数あり、事業報告の時点において、付加価値額の算出根拠となる決算書が 
入手困難で令和７年度の実績は集計中であるため、令和６年度実績を記載している。 



 

 

Ⅳ 研究開発、事業化支援 

 

１．研究開発支援事業   （公４）研究開発支援事業会計  予算額  ２２４，９７９千円 

                         

【事業目的】 

 研究開発に関する相談対応や、産学官連携による新技術・新製品の開発支援により、県内企業の

次代を担う事業構築や競争力強化を図る。 

 

施策項目 実施内容 

ものづくり基盤技術発

展支援事業(基金) 

県内企業の技術開発ニーズを調査し、国・県等の施策紹介など相談対応

を行う。また、産学官共同研究を推進するため、大学等と初めて共同研

究を行う県内企業を対象に助成する。 

（主な活動内容） 

〇県内企業からの技術開発相談対応  ２０件 

〇大学等と県内中小企業との共同研究開発推進 

・産学連携スタート補助金の活用 ２件 

 

産学官イノベーション

創出プロジェクト事業 

(県) 

 

 

大学や県研究機関等と県内企業との連携をコーディネートし、県内企

業が行う研究開発や新事業創出、新分野参入について支援する。また大

学等の研究者との交流機会の創出のためセミナー等を開催する。 

（主な活動内容） 

〇産学官金連携サロンの開催 

・開催回数 年２回 

〇産学官共同研究体制の構築支援 

・経済産業省Go-tech事業の新規申請に向けた体制構築支援 ２件 

・継続案件支援 ２件 

新エネルギー産業等プ

ロジェクト促進事業

(県) 

 

カーボンニュートラルの実現にむけて県内企業を対象に新技術の開発

動向の紹介や具体的な取組の支援により、企業間マッチングや受注獲

得を目指す。 

（主な活動内容） 

〇事業化支援（水素関連 他） 

・新技術紹介セミナーの開催 ２回 

・個別案件支援  3件 

国等の公募事業の実施 成長型中小企業等研究開発支援事業（Go-Tech事業）＜経済産業省＞ 

（主な活動内容） 

〇事業管理機関として研究事業を推進 

 ・継続案件 ２件  ※新規案件について申請準備中。 

 



 

 

２．海洋技術振興事業（自主） （公４）海洋技術振興事業会計  予算額  １６，８５８千円 

                               

【事業目的】 

 長崎県の海洋技術開発・海洋振興を目的とし、産学官連携による技術開発・調査研究に取り

組む中小企業を支援する。また、開発を完了した研究開発案件について事業化に向けたフォロ

ーアップを継続する。 

 

・支援内容  地域産業の高度化及び地域に求められる海洋技術の開発・調査研究に関する

産学官共同研究を支援する。１件 500万円を上限として補助 

・支援対象案件 ２件 

 

 

 

【成果目標】 

指  標 令和７年度  令和８年度  

 実 績 目  標 実  績 達成率 

研究開発の共同体構築 １件 ３件 － － 

研究開発案件の事業化件数 ３件 ３件 － － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

Ⅴ 収益事業 

 

１．一般有料駐車場運営事業（自主） 

（収３）一般有料駐車場運営事業会計      予算額  １８，７７０千円 

                       

長崎県、長崎市からの要請に基づき、企業誘致推進活動の一環として財団が旧県営 

出島駐車場用地に建設したクレインハーバー長崎ビルの１階において、一般有料駐車 

場事業(収益事業)を実施する。 

 

【 Ｒ８年度  一般有料駐車場運営事業  経常収支見込 】                        

収益（駐車料金収入等） 費用（管理運営費等） 経常収支（積立等） 

   ２６，２４０千円    １８，７７０千円 ７，４７０千円 

※ 費用のうち、減価償却費  ４，２６３千円 

  

 

 

 

２．産業振興支援多目的ホール（出島交流会館１１階）の施設管理（県） 

（収１）産業振興多目的ホール管理事業会計     予算額   ７９５千円 

                        

当財団が入居している出島交流会館の１１階ホール（県所有の会議室）について、県から 

管理業務を受託し、県庁各課への貸出や施設の維持・管理業務を行う。    

 



 

 

Ⅵ 財団運営基盤強化、情報提供事業    法人会計      予算額  ３５，７３５千円 

                        

【取組方針】 

地域経済の活性化と雇用の場の創出に向けた県の施策実行を担う機関として、環境変化や多様

化するニーズに的確に対応し、持続可能な組織として信頼される体制整備を進める。 

 

取組項目 取組内容 

経営基盤の強化 

 

〇金利環境が変動状況の中、当面の間は預金、社債等安全資産

での運用に留める一方、県施策の実行に要する経費について

は県と協議のうえ確保に努める 

〇財団が関与している企業を中心に財団の役割等説明のうえ、

賛助会費、出捐依頼を継続する 

人材育成の推進 〇各事業分野おける職員の専門的な知識向上のため、OJTと並

行して民間事業者や全国中小企業振興機関協会等が実施する

実務研修会に積極的に参加する 

内部統制・コンプライアンス

の保持 

〇内部監査を実施し、相互牽制によるリスク管理と業務標準化

に向けた事務改善機会を創出する 

〇風通しの良い職場環境の創出と組織力強化を目指し、全役職

員必修の集合研修を実施する 

情報提供・広報活動推進 〇インターネットによる情報提供 

・ホームページ「よかネット長崎」の随時更新 

・電子メールマガジン   約 1,000先へ配信 

〇広報誌による情報提供 

・発行部数／発行回数  1,800部／年２回 

 

 

 

 


